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多摩市職員の給与と人事などの状況をお知らせします

職員の給与
■給与決定の仕組み
　地方公務員の給与は、地方公務員法により、生計費、国や他の地方公
共団体の職員・民間企業の従業員の給与などを考慮して定めることとな
っています。

参考

議決

条例提案民間給与民間給与

公務員給与公務員給与

人事院・東京都
人事委員会勧告

給与条例
改定市議会比較

多摩市長

（令和5年４月）
区分 多摩市 東京都 国

一般行政職
大学卒 187,9００円 187,9００円 189,7００円

高等学校卒 152,2００円 152,2００円 15４,6００円

■初任給

■人件費の状況（令和4年度普通会計決算）
▼人件費比率

歳出額（A） 人件費（B） 人件費比率
（B／A）

（参考）令和３年度の
人件費比率

678億259０万5０００円 8０億7269万7０００円 11.9％ 11.9％

▼人件費の内訳

職員給 共済組合など
負担金

非常勤職員
報酬

退職手当組合
負担金 その他 人件費計

４9億４12３万
5０００円

1０億３6４1万
6０００円

12億88３7万
8０００円

３億67３7万
４０００円

４億３929万
４０００円

8０億7269万
7０００円

※その他は議員報酬や特別職給与など

▼職員給の状況

職員数
（A）

職員給内訳
職員給計

（B）
1人当たり

職員給
（B／A）給料 職員手当

（地域手当など） 期末・勤勉手当

787人 26億8858万
6０００円

9億972０万
5０００円

 12億55４４万
４０００円

４9億４12３万
5０００円

627万
9０００円

※職員数は、フルタイム再任用職員を含む

■平均給料月額および平均年齢 （令和5年４月）
区分 多摩市 東京都

一般行政職
平均給料月額 296,2３7円 ３16,277円

平均年齢 ４０.9歳 ４2.４歳

ID1005516i人事課☎（３３8）685４・v（３71）2００8

　多摩市人財育成基本方針で規定する標準職務遂行能力を評価項目とし、
職員が発揮した能力の評価と、個々の設定した目標の達成状況を評する
業績評価により人事評価を行っています。評価結果は勤勉手当や昇給・
人材育成など、人事管理の基礎として活用しています。

人事評価の状況

■給与 （令和5年４月）

（令和5年４月）

区分 報酬などの
月額

期末手当（月分）
6月期 12月期 計

市長 955,４００円

2.０25 2.175 ４.2０

副市長 8３5,０００円

教育長 79３,2００円

健
けん

幸
こう

まちづくり政策監 6０8,1００円

下水道事業管理者 7０9,5００円

議長 582,5００円

1.975 2.125 ４.1０
副議長 5３1,7００円

委員長 5０1,9００円

議員 ４97,０００円

■特別職の報酬・給料など

原則として毎月支給されるもの

一定時期に支給されるもの

※ 普通退職＝自己都合
などによる退職

※ 定年などの退職＝定
年（原則6０歳）や勧奨
などによる退職

※ 令和４年度に退職し
た職員1人当たりの
平均支給額は、普通
退職で３29万円（平均
勤続年数1０年）、定
年などの退職で212４
万円（平均勤続年数
３7年）

（月分）

区分
多摩市 東京都

普通
退職

定年などの
退職

普通
退職

定年などの
退職

支
給
率

勤続2０年 2３.０ 2３.０ 2３.０ 2３.０

勤続25年 ３０.5 ３０.5 ３０.5 ３０.5

勤続３5年 ４３.０ ４３.０ ４３.０ ４３.０

最高限度 ４３.０ ４３.０ ４３.０ ４３.０

加算措置 定年前早期退職特例措置（2〜2０％加算）

多摩市の1人当たり平均支給月額：４9,58３円
区分 多摩市 東京都 国

支給率
給料・扶養・
管理職手当の
16％

地域区分に
よ り 給 料・
扶 養・管 理
職手当の
2０〜０％

地域区分に
よ り 給 料・
扶 養・管 理
職手当の
2０〜０％

配偶者 　6,０００円
子 各9,０００円

その他親族など 各6,０００円
16歳〜22歳の子がいる場合の加算 各４,０００円

扶 養 手 当

住 居 手 当 ▶ 賃貸住宅に居住する３４歳以下の世帯主に月額15,０００円支給

▶ 交通機関利用者は原則6カ月定期券額を支給。自動車などの利
用者は通勤距離に応じて原則6カ月分を一括支給（1カ月の支給
上限55,０００円）

通 勤 手 当

▶ 管理職手当などそ の 他

▼一般職 （月分）

区分
多摩市 東京都 国

期末 勤勉 計 期末 勤勉 計 期末 勤勉 計
6月期 1.2００ 1.０75 2.275 1.2００ 1.０75 2.275 1.2００ 1.０００ 2.2００
12月期 1.2００ 1.０75 2.275 1.2００ 1.０75 2.275 1.2００ 1.０００ 2.2００

計 2.４０ 2.15 ４.55 2.４０ 2.15 ４.55 2.４００ 2.００ ４.４０

▶感染症防疫・行旅病人等取扱・指導の３種類の手当

▶ 正規の勤務時間を超えて勤務したときに支給される手当
（職員1人当たり平均支給月額68,21３円）

▶宿日直手当・休日勤務手当などそ の 他

市民の皆さんに信頼される行政運営のため、「多摩市人事行政の運営等の状況の公表に関
する条例」に基づき、たま広報と公式ホームページで公表しています。

7面へ続く

特殊勤務手当

時間外勤務手当

例年支給されるもの

退職時に支給されるもの 退 職 手 当

期末・勤勉手当

勤務した実績に応じて支給されるもの

給 料（基 本 給）

地 域 手 当

決まって支給されるもの

（1,０００円未満は四捨五入）

　給与は、基本給としての給料と、扶養手当
や通勤手当などの諸手当から成っています。
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（１）�職層別研修…主事・主任・係長・管理職の各職層に応じて実施し、
延べ1,908人が受講しました。

（２）�公務員基礎研修…公務員・多摩市職員として身に付けるべき知識や
技能などを習得する研修を、延べ4,660人が受講しました。

（３）�業務別専門研修…各職場の業務遂行能力向上に対応するための研修
を、延べ420人が受講しました。

（４）�自己啓発支援…自己啓発研修の受講や資格取得などへの助成は、延
べ７人でした。

職員研修の状況(令和４年度)

●�分限処分…休職29人
※�心身の故障などの事由により行われる処分
●�懲戒処分…2人
※�職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うために行う処分で
あり、公務における規律と秩序を維持することを目的とする

職員の分限・懲戒処分の状況
(令和４年度)

●�勤務条件に関する措置要求…０件
●不利益処分に対する不服申し立て…１件

公平委員会への申し立てなどの状況
(令和４年度)

（人）

区分 常勤職員 フルタイム
再任用職員 合計 条例

定数男 女 小計 男 女 小計
議会事務局 6 3 9 1 ０ 1 1０ 1０
市長部局 35０ 284 634 24 15 39 673 7０1
教育委員会 56 61 117 14 4 18 135 135
下水道事業 1０ 3 13 ０ ０ ０ 13 14
監査委員事務局 3 1 4 ０ ０ ０ 4 4
選挙管理委員会事務局 4 ０ 4 ０ ０ ０ 4 4
農業委員会事務局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 2

計 429 352 781 39 19 58 839 87０
東京都三市収益事業組合派遣 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
東京市町村総合事務組合派遣 1 1 2 ０ ０ ０ 2
東京市町村自治調査会派遣 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
多摩市文化振興財団派遣 2 ０ 2 ０ ０ ０ 2
多摩ニュータウン環境組合派遣 5 3 8 ０ ０ ０ 8
東京たま広域資源循環組合派遣 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
東京都後期高齢者医療広域連合派遣 1 ０ 1 ０ ０ ０ 1

派遣者計 9 4 13 ０ ０ ０ 13
市長・副市長・教育長・政策監・
下水道事業管理者 4 2 6 ― ― ― 6

総計 442 358 8００ 39 19 58 858

職員数の状況（令和５年４月）

（１）福利厚生制度
●多摩市職員互助会の設置
　地方公務員法第42条（厚生制度）に基づき、職員の元気回復・その他
福利厚生事業を、職員会費：市補助金＝１：１で実施しています。
●東京都市町村職員共済組合に加入
　地方公務員等共済組合法に基づき、短期給付事業（医療関係など）・
長期給付事業（年金関係）・福祉事業（人間ドック事業など）を、職員と
市の負担で実施しています。
（２）公務災害などの状況（令和４年度）
　公務災害７件、通勤災害３件でした。
（３）健康診断の状況
　職員の健康管理のため、毎年健康診断を実施しています。

職員の福祉と利益の保護

職員の服務
　職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、全力で職務
遂行しなければなりません。職務の遂行に当たって職員が守るべき義務
は、次の通りです。

区分 令和4年度違反者数
職務命令等に従う義務 ０人
職務専念義務 ０人
信用失墜行為の禁止 2人
守秘義務 ０人
政治的行為の制限 ０人
争議行為等の禁止 ０人
営利企業等の従事制限 ０人

職員の勤務時間とその他勤務条件
　職員の勤務時間（一般職の標準的なもの）

1週間の正規の勤務時間 38時間45分
開始時刻 午前8時3０分
休憩時間 正午から1時間
終了時刻 午後5時15分

詳細は、公式ホームページをご覧ください。
多摩市　人事行政 検索

　市は、降雪の状況に応じて除雪
を実施していますが、住居前など
の道路の除雪には、皆さんの協力
が欠かせません。
　そこで、ご協力いただける自治
会・管理組合などに、凍結・積雪
時に市道に散布する融雪剤（凍結
防止剤）を配布します。融雪剤は
１袋25㎏です。幅４ｍの道路なら
約60ｍ散布できます（一坪あたり
コップで２杯程度）。小分けの配

布を希望する場合は、よく乾いた
密閉できる袋やペットボトルなど
を持参してください。
備考個人への配布不可。在庫が
なくなり次第終了。事前予約・指
定場所への配送不可。詳細は、要
問い合わせ ID 1013550mi・配布
場所12月５日㈫から、直接、市役
所東庁舎２階道路交通課☎（338）�
6864・v（339）7754へ　

融雪剤（凍結防止剤・塩化カルシウム）を配布します

　東京消防庁管内では、過去５年
間に住宅火災により約360人が亡
くなっており、その７割が高齢者
です。年齢を重ねると、火災に気
付きにくかったり、避難が遅れた
りするなど、リスクが高まります。
まずは、火災の発生危険が高い場
所を知って、火災を起こさないよ
うにしましょう。
●住宅火災の主な出火原因
①たばこ②ストーブ③コンロ
　日ごろからたばこの後始末を徹
底する、寝たばこは絶対にしない、
ストーブの近くで洗濯物を乾かさ

ない、調理中にキッチンから離れ
ない、などを心掛けましょう。ま
た、火災の被害を小さくするため
には素早い初期消火が有効です。
●初期消火のポイント
①早く知らせる②早く消す③早く
避難する
　日ごろから消火器を準備し、置
き場所を確認しておきましょう。
また、住宅用火災警報器は10年を
目安に本体交換をするなど、有事
に備え、定期的に点検しましょう。
i多摩消防署予防課防火査察係☎
（375）0119

住宅火災に要注意！


